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2025年も半ばを過ぎましたが、なかなか明るいニュー
スは聞こえてきません。

国内では、主食である米をはじめとして、円安等に
伴う物価高は依然継続しており、国民生活は非常に厳
しいものとなっています。こうしたなか国民民主党な
どが103万円の壁の見直しやガソリン税の暫定税率の廃
止を訴え、世論の一定の支持を得ましたが、結果は必
ずしも満足のいくものではありませんでした。その一方
で、政権与党からは国民生活に配慮して現金給付を行
うという案が浮上しましたが、逆に選挙目的のばら撒
きであるとの批判を受け、これも見送りとなりました。
また最近では、参議院選挙に向けて、消費税減税論など
出され、完全廃止や一定期間食品についてのみ消費税
をゼロにすると謳う政党が出てきていますが、政権政
党は、消費税は社会保障費をまかなうために不可欠で
あるとして、減税はしないとの意思を表明しています。

米国に目を転じると、トランプ大統領は、本年 1 月
の就任後、多数の大統領令に署名して、政策を実行し
ています。自国の貿易収支を健全化するために各国に
相互関税を課すと発表し、各国は対応に追われていま
す。また自国の財政赤字への対応として政府効率化省
を設置して、各省庁の大規模な人員削減を命じたほか、
教育省やアメリカ国際開発庁（USAID）など複数の
政府機関を廃止したり規模を縮小しています。また

「反」DEI（多様性、公平性、包括性）政策を掲げ、
連邦政府のDEIプログラムを廃止しました。

こうした日米の政治の動きを見ていると、「ポピュ
リズム」という言葉が頭に浮かびます。

ポピュリズムとは政治変革を目指す勢力が、既成の
権力構造やエリート層を批判し、人民に訴えてその主
張の実現を目指す運動であるとされます。有権者に政
治への参加を促したり、政治の大きな変動をもたらす
こともあり、民主主義にとって有益な一面もある一方
で、大衆の利益を安易に追求することで社会的弱者の
人権が侵されたり、社会的分断を招く危険もあるとさ
れます。

トランプ大統領は、米国がリベラルに寄りすぎてい
るとして民主党を批判し、民主党政治から見放された
と感じていた白人労働者などの票を取り込み大差で勝

利しました。当選後は、公約を実現すべく、先ほど述
べたとおり、リベラルとは逆行した政策を次々と実行
していますが、反DEI政策によりLGBTなどの少数派
が不利益を被る結果となっています。

国内でも、減税するにはそれを賄うための財源を求
めるという、現在の政権与党や財務省が堅持する財政
均衡論を批判し、自国通貨を発行できる日本は国債を
さらに発行してもデフォルト（債務不履行）に陥るこ
とはないので、財政出動を拡大しても何ら問題ないと
いう現代貨幣論（MMT）を謳い、消費税廃止や大型
減税を求める勢力が拡大しています。SNSの普及に
より、これまで新聞やテレビなどオールドメディアで
はとりあげられなかったこうした意見が大衆の耳に届
くようになり、政権や財務省に対する批判がますます
高まっています。政権与党にはこうした大衆の意見に
耳を傾けてほしいところですが、新聞報道などを見て
も、財政均衡論に固執し、国民負担を増大させるよう
な政策が目につき、必ずしも国民生活の厳しさを充分
に理解しているようには映らないのが現状です。

確かに行きすぎたポピュリズムは、耳障りはいいが
およそ実現不可能な政策を掲げて大衆を煽動して支持
を得ようとする場合があります。また多数グループの
利益を優先し、少数者の人権や利益が置き去りにされ
るおそれがあり、少数者の利益も守るべきという立憲
民主主義に反する結果を生むことにもなりかねません。
その一方で民意を政策に反映させることは民主主義の
基本であり、これを重視しなければならないことは当
然です。民意を無視して自分たちの都合だけで政治を
行うことはもはや民主主義とはいえないと思います。

英国の政治学者バーナード・クリック氏はポピュリ
ズムを「政治的統合体の外部に追いやられていると考
える人々を決起させる運動」と定義したそうですが、
日米をはじめ世界的にポピュリズムが台頭しているの
は、既存の体制・政策に対する不満が限界にまで高
まっていることを示していると思います。

こういった国民の不満を受け止め、民意を十分に汲
みつつも、少数者にも光を届けるという立憲民主主義
の理念に根差した政治が行われることを期待したいと
ころです。

弁護士 　大森　　剛

きずな育英基金は、13期目にはいりました。本基金
は、学習塾代や、スポーツ、音楽等に優れた中高生に
遠征費や用具費等の支援をしていますが、その心は単
なる社会福祉としての支援ではなく、潜在的な能力と
向上心を抱きながらもさらに向上する機会に恵まれな
い子どもたちのために、顕在化しない能力を引き出す
後押しをすることにあります。

教育格差は社会体験の格差につながると学者も指摘
しており、本基金では、交流会、キャンプ、餅つき大
会、対話塾、音楽会など多くの企画を設け、体験学習
に参加することで、子どもたちが人間性豊かな社会の
リーダーとして羽ばたくことを期待しています。

本年 3 月21日には交流会を開催し、日比谷松本楼の
社長である小坂文乃さんに「梅屋庄吉と孫文」と題し、
日中友好の隠れた秘話を、スライドを交えながらお話
していただきました。小坂文乃さんは曾祖父である梅
屋庄吉の貴重な資料もふんだんに持参されており、大
変興味深い話の連続で、中高生達も食い入るように聞
き入っていました。中国建国の父と言われる孫文が清
朝政府を打倒するべく第一次辛亥革命を起こしますが、
失敗し、その後九州に亡命してきたときに助けたのが、

当時の資産家梅屋庄吉でした。その由来があり、日中
友好の逸話として歴史に残り、2008年 5 月中国の胡錦
濤国家主席が来日した際に、時の総理大臣福田康夫が
歓迎夕食会に選んだのが、日比谷松本楼でした。梅屋
庄吉は、困った人がいたら放っておけない性格で、か
つ世界を股にかけて活躍し、当時珍しかった写真や映
画の製作等で財を成した志の高い人だったそうです。
その梅屋庄吉が好んで使ったのが「富貴在心」という
言葉でした。経済
的な豊かさが富貴
ではなく、本当の
富や尊さは実は心
にあるという意味
です。この梅屋庄
吉の困った人がい
たら放っておけな
い気概は、小坂文
乃さんにも伝承さ
れており、日比谷
松本楼では、毎年
９ 月25日にカレー
チャリティーを実施し、創業年数でカレーを振る舞い

（創業121年＝カレーライス一皿121円以上の寄付を貰
う）、多くのチャリティー基金を集め、寄付活動を行
われています。昨年は、能登地震があったにも関わら
ず本基金にも多額の浄財の寄付を頂きました。

世界的な経済格差は、一段と広がっており、格差の
拡大は、分断を生み孤独感を高めてしまいます。世界
人助け指数で、142ヶ国を対象に、困っている人に手
を差し伸べたか、ボランティア活動をしたか、寄付を
したかなどの調査をしたところ、2024年に発表された
報告書では、日本は141位のワースト 2 位でした。自
助の精神を強調するあまり、共助の思想が薄れつつあ
ります。
「手を差し伸べる」ことは共生の社会につながります。

本基金は、共生の思想で、卒業生たちも輪に入れて、
持続性のある活動をめざしていきます。梅屋庄吉の、
困っている人がいれば見過ごせないという高い志を学
びながら活動を続けたいと思います。

代表理事 　山田　庸男

巻頭言

暑中お見舞い申し上げます 手を差し伸べる大切さ

スライドを交えながらお話しされている小坂文乃さんスライドを交えながらお話しされている小坂文乃さん

山田庸男代表理事と小坂文乃さん山田庸男代表理事と小坂文乃さん
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D i v e r s i t y  i n  w o r k  s t y l e s

「働き方の多様性」「働き方の多様性」特特集集

１ 　副業・兼業ってアリなの？

⑴　副業・兼業とは？
法的な定義はないものの、一般的には、 2 つ以上

の仕事をかけもちすることを副業・兼業と呼んでい
ます。 2 つの会社から雇用されている場合もあれば、
雇用されて働いている人が自ら事業を立ち上げる場
合などもあり、一括りに副業・兼業と言っても、
様々なケースがあります。

労働者としては、副業・兼業をすることにより、
自身のスキルアップや収入の増加につながるといっ
たメリットがあります。また、新型コロナウイルス
の影響により自宅で待機する時間や在宅勤務が増え
た結果、時間に余裕が生まれ、副業・兼業に関心を
もつようになった労働者もいるのではないかと思い
ます。

私自身も、数年前に比べて、副業・兼業に関して、
使用者側からも労働者側からも相談を受けることが
増えました。厚生労働省も副業・兼業に関するガイ
ドラインを公開するなど、社会的にも注目されてい
る新たな働き方であるといえます。
⑵　基本的な考え方

使用者側の皆さまからは、「労働者が副業・兼業
をしたいと言っているが、どうすればよいのか」と
いう相談を受けることがあります。もっと言えば、

「副業・兼業を許可しなければいけないのか」という、
副業・兼業に対してネガティブな相談が多い印象です。

たしかに、使用者側からすれば、「うちの会社で
全力で働いてもらいたい」、「副業・兼業の結果、う
ちの会社での仕事が疎かにならないか心配」と考え
てしまうかもしれません。

しかしながら、労働者には、憲法22条 1 項により、
職業選択の自由が認められています。また、本来、
勤務時間以外の時間については、労働者のプライ
ベートな時間であり、どのように過ごすかは労働者
の自由であるはずです。

そのため、労働者は、副業・兼業をすることがで
きる（使用者としては副業・兼業を認めてあげない

といけない）というのが原則的なスタンスであると
理解されています。
⑶　就業規則の定め方について

原則として副業・兼業を認めなければならないた
め、副業・兼業を全面的に禁止するような就業規則
の規定は、合理性を欠くとして無効になると考えら
れます（労働契約法 ７ 条本文参照）。

他方、副業・兼業を許した結果、自らの会社での
業務に支障が生じたり、会社に損害が発生したりす
るおそれもあります。そこで、原則として副業・兼
業を認めるものの、一定の場合には制限するという
許可制については合理性が認められ、そのような就
業規則の規定は有効であると考えられています。

つまり、使用者としては、労働者において副業・
兼業をすることが「原則OK・場合によってはNG」
となるように就業規則を定めなければなりません。
実際、厚生労働省が公開しているモデル就業規則

（令和 5 年 ７ 月版）では、以下のような条項が例示
されています。

（副業・兼業）
第７0条　労働者は、勤務時間外において、他の会

社等の業務に従事することができる。
　 　 2 　会社は、労働者からの前項の業務に従事

する旨の届出に基づき、当該労働者が当該
業務に従事することにより次の各号のいず
れかに該当する場合には、これを禁止又は
制限することができる。
①　労務提供上の支障がある場合
②　企業秘密が漏洩する場合
③　会社の名誉や信用を損なう行為や、信

頼関係を破壊する行為がある場合
④　競業により、企業の利益を害する場合

なお、上記規定例の７0条 2 項 1 号の「労務提供上
の支障がある場合」については、副業・兼業によっ
て労働時間があまりにも長時間となり、会社での就
業に支障が生じるケースが考えられます。

２　副業・兼業と労働時間

⑴　労働時間の通算
労働基準法（以下「労基法」といいます。）では、

労働時間に関する規制が設けられています。例えば、
原則として、 1 日の労働時間は最長 8 時間、週の労
働時間は最長40時間であり、これを超える場合には
時間外労働として、労使協定（いわゆる「3６協定」）
の締結や、割増賃金の支払いが必要になります（労
基法32条、3６条、3７条）。

そして、副業・兼業をしている場合、各勤務先で
の労働時間を通算することとされています（労基法
38条 1 項）。例えば、 1 日にA社で 4 時間、B社で
4 時間働いた場合には、合わせて 1 日 8 時間働いた
ことになります。

なお、このような労働時間の通算は、労基法に定
められた労働時間規制が適用される労働者に限りま
す。そのため、フリーランスなど、労基法が適用さ
れない方については、労働時間を通算する必要はあ
りません。また、管理監督者など、労基法の労働時
間規制の対象外である労働者が副業・兼業をした場
合にも、労働時間は通算されません。

⑵　具体例
労働時間の通算は、特に、時間外労働との関係で

問題になります。
例えば、Xさんが、ある日にA社で 8 時間働いた後、

B社に移動し、同日にB社で 5 時間働いた場合、Xさ
んは13時間働いたことになります。すでにA社での勤
務で 1 日の法定労働時間である 8 時間に達しているた
め、B社での勤務は全て時間外労働となります（図１）。

また、例えば、Xさんが、月曜日から金曜日まで
はA社で毎日 8 時間働き、土曜日はB社で 5 時間働
いた場合、Xさんはその週に45時間働いたことにな
ります。すでにA社での勤務で 1 週間の法定労働時
間である40時間に達しているため、B社での土曜日
の勤務は全て時間外労働となります（図 2）。

したがって、いずれの事例でも、B社では、労使
協定（いわゆる3６協定）がなければXさんを働かせ
ることはできず、また、B社での勤務時間分に関し
ては割増賃金を支払わなければなりません。B社のみ
の労働時間でみた場合には法定労働時間に達していな
いとしても、A社での労働時間と通算した結果、B社
での勤務の全てが時間外労働となってしまうのです。

なお、上記の事例であっても、A社・B社での雇
用契約における労働時間の定め方や、雇用契約の締
結の順序次第では、A社での勤務時間の一部が時間
外労働となることもありますので、注意が必要です。

３　副業・兼業労働者の健康管理

副業・兼業をした場合、労働時間を通算すると長時間
働いていることになることも多く、やはり心身に相当の
負荷がかかっています。労働者に対して安全配慮義務を
負う使用者としては、労働者の健康状態に注意しなけ
ればならず、健康診断を受けさせるなどして副業・兼業
労働者の健康状態を把握しておくことが望ましいです。

ただ、使用者が健康診断等を受けさせる義務を負う
労働者は、常時使用する労働者に限られます（労働安
全衛生法６６条等）。そして、この「常時使用する労働
者」に該当するためには、 1 週間の労働時間数が当該
事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の
1 週間の所定労働時間の 4 分の 3 以上であることなど
の要件を満たす必要があります。そのため、一つの事
業場での勤務時間が短くなりがちな副業・兼業労働者
に関しては、使用者に対し、健康診断等の実施が義務
付けられていないことが少なくありません。

もっとも、副業・兼業労働者に対して事業者が定期
健康診断を実施した場合に支給される助成金もありま
すので、そのような制度も積極的に活用して、労働者
が心身ともに健康で働けるよう、環境を整えることも
使用者の使命であるといえます。

４　最後に

社会的に多様な働き方が許容されるようになり、副業・
兼業を希望する労働者は今後も増えると思われます。

しかしながら、特に副業・兼業の場合の労働時間の
通算については、非常に複雑です。自社のみで完結す
る問題ではなく、副業・兼業先での労働時間も気にし
なければなりません。

副業・兼業の場合の労働時間管理の負荷がなるべく
少なくなるような運用方法もあります。もし何かお困
りのことがございましたら、当事務所の弁護士まで遠
慮なくお問い合わせください。

弁護士 　松久　僚成

副業・兼業をめぐる法規制副業・兼業をめぐる法規制

図 １

A社： 8時間勤務 時間外労働なし
↓

B社： 5時間勤務 全てが時間外労働

図 2

月曜日 A社 8時間勤務 ⎞
⎜
⎬
⎜
⎠

時間外労働なし

火曜日 A社 8時間勤務

水曜日 A社 8時間勤務

木曜日 A社 8時間勤務

金曜日 A社 8時間勤務

土曜日 B社 5 時間勤務 全てが時間外労働
⎫
⎬
⎭
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1 　「働き方改革」に関連する法案は201９年 4 月以降、
順次、施行されてきました。

多様な働き方を支援するという方向性はその数年前
から、国家レベルの検討課題となっていたと言えます。

その中で「多様な正社員」という考え方が掲げら
れ、正社員でも勤務時間や勤務地域、職務内容を限
定して働くというあり方を推進することが提唱され
ました。

このような背景には、雇用する側からは、少子化
に伴う労働者人口の減少を見据え、働き方をできる
だけ柔軟化、多様化することで就労の機会を増やし、
潜在化した労働力を顕在化させ、積極的に活用して
いこうという狙いがあり、雇用される側からすれば、
生活と仕事のバランスがとれた生き方をしたいとい
う要請、より切実な事情としては、介護や子育てと
いった種々の生活上の制約をさばきつつ、より安定
した職場を確保したいという要請があったものと思
われます。

2013年度に、有期雇用契約の無期転換に関する
「 5 年ルール」（有期労働契約の通算契約期間が 5 年
を超える場合、期限の定めのない労働契約への転換
を申し込める）が施行され、2018年 4 月以降、パー
ト従業員のような勤務時間や就労場所が限定された
労働者でも、 5 年ルールの条件を満たせば期間の定
めのない労働者として正社員のように勤務すること
が法制度上可能になってきました。

そのようなこともあり、労働時間や勤務地が限定
された正社員という雇用形態は時代の流れにも沿っ
たものとなっており、多様な働き方に対応した雇用
制度も広がりつつあります。

2 　勤務時間が限定された従業員を正社員として処遇
する制度として短時間正社員制度があります。

短時間勤務でも正社員であるため、待遇や給与の
算定法などは一般の正社員と同等となります。雇用
期間も限定されていません。

育児・介護休業法でも育児、介護等の事情により
正社員が短時間勤務を選択する権利が保護されてい
ますが、短時間正社員制度では、その制度設計次第
で、育児・介護に限らず多様な理由で短時間労働を
選択することや、短時間労働を続ける期間を柔軟に
定めることができます。

また、労働時間の長さは同じでも、 1 日 8 時間、
1 週40時間という単位にこだわらず、一定の期間内
の総労働時間を決め、日々の出勤時間や退勤時間は
個々の従業員の裁量に委ね、従業員の事情に合わせ
た働き方ができるようにした制度として、フレック
スタイム制度があります。

フレックスタイム制度は201９年に改正法が施行され、
それまで 1 か月単位でトータルの労働時間を調整す
る必要があったものが、調整期間が 3 か月単位に伸
張され、より柔軟な調整ができるようになりました。

3 　職務内容を限定して正社員を採用するというジョ
ブ型雇用も、多様な働き方の受け皿の一つとして
2022年の内閣府の経済財政運営と改革の基本方針で
紹介されました。

ジョブ型雇用制度は、得意分野や専門分野を持つ
労働者にとっては、従前の定期採用型雇用形態に比
べ、自分の能力や実績を活かすことができる雇用形態
と言えます。また企業にとっても即戦力の確保や社
員教育にかかる経費の節約等のメリットがあります。

このほかにも、多様な働き方を支援する制度とし
て、一例としてリモートワークがあります。これは
インターネット環境を活用して自宅などでの業務を
可能とするものです。

また、副業・兼業についても、多様な働き方の一
つとみることができます。厚労省が2018年に副業・
兼業を促進するガイドラインを策定したこともあり、
副業・兼業を容認する企業も増えているようです。
副業・兼業をリモートワークで行うといったケース
も珍しくはありません。

ただ、どの制度であってもいえることですが、労
働者が過剰な労働や劣悪な条件を強いられる方向で
制度が利用されることのないように留意する必要が
あります。

その意味では、勤務時間インターバル制度のよう
な仕組みの導入は有益です。この制度は退勤時間と
次の出勤時間との間の休息時間（インターバル）を
制度的に確保することで労働者の健康を守ることを
目的とする制度で、201９年 4 月から制度の導入が努
力義務とされています。このような制度が労働者の
労働条件を向上させる方向で活用されることも多様
な働き方を支えるためには必要と言えるでしょう。

残念なことに、従前、育児や介護は、労働者が離職
を選択する大きな原因になってきました。そこで、育
児・介護による離職を防止するため、平成 4 年に育児
休業法が公布され、平成 ７ 年、同法に介護休業制度が
加わりました。その後も、労働者が家庭との両立を図
りやすくするための制度改善の取組は続き、高齢者社
会における労働力確保の必要と相俟って、育児休業、
介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
する法律（以下「育児介護休業法」といいます。）は、
頻繁に改正されてきました。

本年 4 月 1 日・10月 1 日施行の育児介護休業法改正
では、事業者のとるべき措置として、主に、以下のよ
うな制度改正がなされましたので、事業者として、改
正法に違反しないよう注意しなければなりません。

1 　子の看護休暇の対象・事由の拡大【 ４月施行】
これまでも、小学校就学前の子の負傷・疾病等に

際し、子の世話をするための看護休暇を認める制度
を設ける必要がありましたが、改正により、対象と
なる子の範囲を小学校 3 年修了までの子に拡大しな
ければなりません。

また、看護休暇の取得事由として、子の負傷・疾
病、予防接種・健康診断のみならず、「感染症に伴
う学級閉鎖等」や「入園・入学式、卒園式への参加」
を追加しなければならないこととなり、「看護等休
暇」となりました。

２ 　 ３ 歳から小学校就学前の子を養育する労働者に対
する措置
⑴　これまでも、 3 歳未満の子を養育する労働者か

ら、所定外労働の制限（月24時間、年150時間を
超える残業の免除）の請求があれば、原則、これ
に応じる必要がありましたが、今後は原則、小学
校就学前の子を養育する労働者からの同請求にも
応じる必要があります。【 4 月施行】

⑵　事業主は、 3 歳から小学校就学前の子を養育す
る労働者に関して、①始業時刻等の変更、②在宅
勤務等（10日以上/月）、③保育施設の設置運営等、
④就業しつつ子を養育することを容易にするため

の休暇（養育両立支援休暇）の付与（10日以上/年）、
⑤短時間勤務制度の 5 つの中から、 2 つ以上の措
置を選択して講じなければならず、労働者は、講
じられた措置のうちの 1 つを選択して利用できる
ようになります。【10月施行】

３ 　在宅勤務の推進【 ４月施行】
3 歳未満の子を養育する労働者に対しては、子を

養育することを容易にするため、原則、短時間勤務
制度を選択できるようにしなければなりません。た
だ、業務の性質等に照らして、短時間勤務にするこ
とが困難な労働者に対しては、これに代え、労使協
定を締結した上で、始業時刻の変更等の措置を取れ
ばよいこととなっていましたが、これに加え、在宅
勤務を認める措置を取ってもよいこととなりました。

また、 3 歳未満の子を養育する労働者や、要介護
状態の家族を介護する労働者に対して、在宅勤務を
選択できるよう措置を講じることが事業主の努力義
務となりました。

４ 　介護離職防止のための雇用環境整備【 ４月施行】
事業主は、労働者から、介護休業や、介護休暇等

の介護両立支援制度の申出が円滑になされるように
するため、①研修の実施、②相談体制の整備、③利
用事例の収集・提供、④使用促進に関する方針の周
知のいずれかの措置を講じなければならなくなりま
した。

５ 　おわりに
その他、本年施行の育児介護休業法改正では、事

業主が、養育や介護との両立を支援する制度につい
て、労働者に周知し、個別に意向確認をしなければ
ならないとか、常時雇用の労働者が300人を超える
企業が育児休業取得状況の公表に努めなければなら
ないなどの改正もなされています。法改正に伴い、
事業者は、以上の措置を取るため、就業規則の改正
等の対応を行う必要がありますので、くれぐれもご
注意ください。

弁護士 　増田　広充 弁護士 　三好　吉安

多様な働き方に対応した制度多様な働き方に対応した制度
についてについて

2025年育児・介護休業法の2025年育児・介護休業法の
改正について改正について
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１　学び直しの必要性の高まり

現代社会は、技術革新やグローバル化の進展により、
ビジネス環境が急速に変化しています。加えて、少子
高齢化社会の影響により、労働者の就労する期間が長
期化しています。労働者が変化の激しい社会から求め
られる人材となるためには、労働者個人が変化に対応
し、自身のキャリアを継続的に発展させていくために

「学び直し」をする必要があります。
このような背景から、労働者が自律的、主体的かつ

継続的に学び直すことを支援し、企業における人への
投資を強化することが重要視されています。リスキリ
ングやリカレント教育は、このような時代の流れに伴
い提唱されるようになってきました。

２　リカレント教育・リスキリングとは

リカレント教育は、一般的に、学校教育からいった
ん離れた後も、それぞれの必要なタイミングで再び教
育機関などで学び、仕事で求められる能力を磨き続け
ていく、生涯にわたる学習を指します。リスキリング
は、新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で
必要とされるスキルの大幅な変化に適応するために、
必要なスキルを獲得する（させる）こととされていま
す。

リカレント教育が職を離れることが前提となってい
る一方で、リスキリングは職を離れることを前提とし
ていないところに違いがあります。

３　学び直しの観点からの事業主の対応

学び直しの観点から、職業能力開発促進法では、経
営方針に基づき、必要な人材像や能力要件を明確にし、
計画的・体系的な人材育成の方針と計画を策定し、そ
の計画を労働者に周知するとともに、計画の作成・実
施や労働者への相談・指導を行うキーパーソンとして
職業能力開発推進者を選任することが事業主の努力義

務とされています。
また、事業主の労働者への学び直し教育を支援する

ための制度として、国は「人材開発支援助成金」など
の補助金を支給しています。例えば、労働者が休暇を
取得したり、短時間勤務を利用したりして教育訓練を
受けられるようにすることで、労働者の学習時間を確
保するための、長期教育訓練休暇制度や教育訓練短時
間勤務等制度を導入し、労働者が訓練を受講した場合
には、人材開発支援助成金の対象となり、制度導入に
対する助成や、訓練期間中の賃金の一部が助成されま
す。

さらに、事業主は、自社内で訓練を実施したり、外
部の教育訓練機関等に労働者を派遣したりして、労働
者に職業訓練を受けさせることができます。助成金の
対象となる訓練は、通学制訓練だけでなく、eラーニ
ング、通信制、さらには定額制のオンライン学習サー
ビスなども含まれます。特に、事業の再構築やDX化、
グリーン化といった事業展開に伴い、新たな分野で必
要となる知識や技能を習得させるための訓練が助成の
対象となります。これらの訓練にかかる受講費用や、
訓練期間中の賃金の一部について助成金が支給される
ことになります。

４　最後に

本稿では、現代社会における学び直しの概念と、そ
れに対する事業主の対応について述べてきました。

従業員の学び直し支援については、短期的なコスト
と捉えるのではなく、未来への重要な投資であり、学
びの機会を提供することは、従業員のエンゲージメン
トを高める効果も期待できます。社会の変化のスピー
ドは、今後ますます加速していきます。過去の成功体
験や既存のビジネスモデルに固執することなく、事業
主の皆様におかれましては、自らの持続的な発展と、
従業員のキャリア形成のために、学び直し支援の重要
性を再認識いただき、具体的な施策の導入を積極的に
ご検討いただければと思います。

１　はじめに

私は、2025年 3 月に早稲田大学大
学院経営管理研究科（ビジネスス
クール）を修了し、MBA（経営管理
修士）を取得することができました。
弁護士としての業務と学業との両立
は、決して容易ではなく、修了が決
まったときには、趣味のフルマラソ
ンを完走したときのような充実感を
覚えました。
以下にこれまでの経過を振り返っ

てみます。

２　入学まで

私がビジネススクールへの入学を
決意した理由は、大きく三つありま
す。第一に、弁護士として企業の経
営者や担当者の方々と法律相談をす
る中で、経営に踏み込んだアドバイ
スができれば、より付加価値の高い
リーガルサービスを提供できるので
はないかと考えたことです。第二に、
友人がビジネススクールで素敵な出
会いがあったとFacebookに投稿し
ていたことです。その投稿を見て、
私もビジネススクールでの新たな出
会いに期待するようになりました。
第三に、法律とは別の新しい分野の
学びをしたいと考えるようになった
ことです。人生100年時代には継続
的な学びが必要となるという内容の
本を読んだことが、この考えを後押
ししました。
弁護士として執務していたことか

ら、平日の夜や土日祝日しかまと

まった時間を確保できません。そこ
で、この時間帯のプログラムを提供
しているビジネススクールの中から
早稲田大学大学院経営管理研究科を
選びました。入試の前には小論文対
策をしつつ、経営学の基礎も学びま
した。そして、筆記試験と面接を経
て、何とか合格することができまし
た。

３　学生生活

2023年 4 月に入学すると、想像以
上にハードな日々が始まりました。
私が通っていたコースでは、主に平
日夜間と土曜日に授業があり、履修
科目が多い時期には週に 4日通学し
ていました。授業の準備、テスト対
策、レポート作成、発表に向けたグ
ループディスカッションと、授業時
間外でもやるべきことがたくさんあ
りました。
特に印象に残っているのは二つの

経験です。一つ目は、ゼミに所属し、
教授と学生 6名で毎週議論を交わし
たことです。異なるバックグラウン
ドを持つメンバーとの意見交換は、
新たな視点を得る貴重な機会となり
ました。議論を深めるうちに、それ
までの自分の考え方と異なる考え方
に触れることができました。二つ目
は、シンガポールの南洋（ナンヤン）
理工大学での 4日間の集中講義です。
英語は決して得意ではありませんが、
積極的に話しかけることで現地の学
生とコミュニケーションを取ること
ができるようになりました。異文化

理解の大切さを学ぶことができ、日
本国内だけでなく、海外を意識する
ことで視野を広げることができまし
た。
こうした日々は、弁護士としての

仕事と並行して進める必要があり、
とてもハードでした。平日は、法律
事務所での執務を終えると、急いで
大学に向かい、夜間の授業を受ける
という日々を送っていました。授業
後にはレポートを仕上げ、次の授業
の準備をするということを繰り返し
ていました。ただ、その分、毎日に
充実感があり、仕事と学業をうまく
調整しながら、何とか 2年間を乗り
切ったときには、大きな達成感があ
りました。

４　今後について

ビジネススクールを修了しました
が、学びは終わりではありません。
ビジネススクールでの経験を通じて
感じたのは、新しい体験をすること
の大切さです。新しい体験は、自分
を成長させるとても重要な機会を提
供してくれます。私自身、これから
も知識や経験を活かして、新しい体
験や出会いを求めていきたいと思い
ます。
この記事が何か新しいことを始め

ようとしている方々の背中を押す
きっかけとなれば幸いです。

弁護士 　林　　友宏

近 況 報 告

弁護士 　日下部太一

「「MBAMBA取得」取得」
変化への対応策としての変化への対応策としての
「学び直し」「学び直し」
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税理士税理士にに聴く聴く
当社の顧問先からの紹介ということで、甲の相談を受けました。内容は、半年
前に父が亡くなり、甲が支払う相続税額に納得がいかないというものでした。

1.　 事案1.　 事案
相続人は甲の他　兄の乙と妹の丙の
3人で、母親は10年ほど前に他界され
ているとのことでした。財産の内容は、
父が生活をしていた家屋とその敷地
（以下Ａ不動産）と乙の自宅の敷地（Ｂ
不動産）、少しの預金です。

Ａ不動産（敷地部分）の状況
所在地　大阪市○○区
地　積　400平方メートル
地　目　宅地
価　額　約 １億円

敷地の上に存在する家屋は木造 2階
建てで、父が亡くなるまで生活に利用
しており、甲は、数年後に売却する予定

Ｂ不動産の状況
所在地　東京都○○区
地　積　330平方メートル
地　目　宅地
価　額　約 １億円

敷地の上に存在する家屋は鉄筋コン
クリート造 3階建てで、乙が建築し、
今後も自宅として利用する予定
甲は、Ａ不動産の近くの甲の妻のマ
ンションで生活していたので、父と同
居しておらず、父が要介護になったと
きから、週末にＡ不動産に泊まり介護
し、普段は、ヘルパーさんに介護を依
頼していたとのことでした。
乙は、東京に住んでいることから父
が生活できる程度の資金を毎月仕送り
しておりました。
丙は、義母の介護に忙しく、父の介
護ができない状態でした。
相続人間で遺産分割協議は円満に終
わり、甲はＡ不動産、乙はＢ不動産、
預金は丙が相続することになりました。

2.　 相談内容2.　 相談内容
相続税の申告書は、乙が懇意にして

いる税理士に依頼しました。乙から申
告内容を事前に提示されましたが、甲
が納税する金額と乙が納税する金額に
倍以上の差があり、甲が納付する金額
が多いことが納得いかないということ
でした。甲にしてみれば、乙が相続し
たＢ不動産と甲が相続したＡ不動産と
の価格ではほぼ等価と聞いていたのに、
納税額が倍も差があるのが理解できな
いという相談でした。
相続税の計算をするときには、我が
国ではいくつかの減額の特例がありま
す。
今回のケースでは、Ｂ不動産につい
ては、「小規模宅地の特例」（租税特別
措置法69条の ４）の適用を受けており、
相続税の課税価額に算入されていた金
額は 1億円ではなく、2000万円でした。
一方でＡ不動産は 1億円が相続税の課
税価額に算入されていました。

3.　 小規模宅地の特例3.　 小規模宅地の特例
小規模宅地等の特例とは、残された
相続人の生活基盤を脅かすような課税
はしないという趣旨で認められている
ものです。例えば被相続人の事業や居
住に利用されていた土地については、
一定の土地の面積までですが、減額さ
れるというものです。
この特例の要件の一部を簡単に記載
すると、被相続人の居住の用に供され
ていた宅地等に同居していた親族又は
生計を一にしている親族の居住の用に
供されていた宅地等に住んでいた親族
については、この特例の適用が受けら
れることになります。
今回の場合では、乙は、父の生活費
を仕送りしていたので、乙と父は生計
を一にしている親族に該当し、Ｂ不動
産は生計を一にしている親族（乙）の
自宅の敷地として小規模宅地の特例が

受けられることになります。その結果、
Ｂ不動産については評価額から80％、
すなわち8000万円が減額されます。一
方で、甲は父と同居していないので、
甲不動産は小規模宅地の特例の要件を
みたしません。
仮に、Ａ不動産も小規模宅地の特例
の要件に合致すれば、Ａ不動産とＢ不
動産について半分ずつ特例を受けるこ
とも可能だったのです。

4.　 まとめ4.　 まとめ
今回事案について、父の自宅近くに
住んでおり、介護をしていた甲と仕送
りしていた乙との間では、納得感のあ
る公平があったのでしょう。しかし、
税法では、その公平感を達成できない
こともあるのです。
遺産分割を行うときに、相続税が支
払えるか、相続税を支払った後のこと
まで考えて公平にするのか等、色々と
検討すべきこともあるかと思います。
今回記事を読まれた方は、税金のこと
も考えて遺産分割協議をされることを
お勧めします。

5.　 注意5.　 注意
今回の事案は、私が実際に相談を受
けた内容を分かりやすくするために、
かなり前提条件・数字を変えています。
また、小規模宅地の特例の要件は複雑
ですので、詳細は省略していますので
ご注意ください。

令和 ７ 年 5 月2６日に改正戸籍法が施行され、従前、
氏名のフリガナは戸籍上の記載事項ではありませんで
したが、この改正法の施行により、戸籍の記載事項に、
新たに氏名のフリガナが追加されることになりました。
この改正の背景には、政府のマイナンバー施策が挙げ
られ、マイナンバーカードを海外でも利用可能とする
ため、その表面に氏名のローマ字表記を記載すること
を念頭に、氏名のフリガナの法制化が求められたので
す。また、行政のデジタル化の推進のための基盤整備
という観点でも、メリットがあると説明されています。

改正法の施行後に出生等により、初めて戸籍に記載
される者は、出生届等の届出時に、併せてフリガナを
届け出ることになります。

一方、既に戸籍に記載がされている者は、まずは、
住民票において市区町村が事務処理のために便宜上保
有している情報等を参考に、本籍地の市区町村長から、
戸籍に記載される予定の氏名のフリガナが通知される
こととなっており、通知が届いた場合には内容を確認
して、誤ったフリガナが記載されていた場合は、届出
が必要です。氏のフリガナの届出は原則として戸籍の
筆頭者が、名のフリガナの届出は戸籍に記載されてい
る者が届出人となります。この届出がない場合には、
令和 8 年 5 月2６日以降に、通知に記載されたフリガナ
がそのまま戸籍に記載されることになります。

この戸籍法の改正により、いわゆる「キラキラネー
ム」、すなわち、一般的な日本の名前の読み方とは異
なる、個性的な響きや読み方を持つ名前が今後制限さ
れる、ということを耳にされたこともいらっしゃるか
と思います。

これは、改正戸籍法において、氏名のフリガナの
「読み方は、氏名として用いられる文字の読み方とし
て一般に認められるものでなければならない」と定め
られているためです。

このルールにより、例えば、①漢字の意味や読み方
との関連性をおよそ又は全く認めることができない読

み方（例：太郎をジョージ、マイケルと読む）、②漢
字に対応するものに加え、これと明らかに異なる別の
単語を付加し、漢字との関連性をおよそ又は全く認め
ることができない読み方を含む読み方（例：健をケン
イチロウ、ケンサマ）、③漢字の持つ意味とは反対の
意味による読み方であったり（例：高をヒクシ）、漢
字の持つ意味や読み方からすると、別人と誤解された
り読み違い（書き違い）と誤解されたりする読み方

（例：太郎をジロウ）など、社会を混乱させるものや、
差別的・卑わい・反社会的な読み方など、社会通念上
相当とはいえないものは認められないものと考えられ
ています。もっとも、例えば「心（ココロ）」と「愛（ア
イ）」と書いて、二文字で「ココア」という読み方は、
音読み又は訓読みの一部を当てたものなので認められ
る予定であり、また、例えば「大空（オオゾラ）」と
書いて「ソラ」というように、直接読まない漢字を置
くものも、認められる予定であると、政府広報オンラ
インで解説されています。

また、既に戸籍に記載されている者に関しては、通
知に記載されたフリガナと異なるフリガナで届出をす
る場合で、氏名の読み方として一般に認められている
ものでない読み方を用いる際は、読み方が通用してい
ることを証する書面として、その読み方が使われてい
ることを示す、パスポート、預金通帳などをあわせて
提出すれば、その読み方で戸籍にフリガナが記載され
ることとなるようです。このため、いわゆるキラキラ
ネームとして制限される可能性が生じるのは、令和 ７
年 5 月2６日以後に出生届を出すお子さまのお名前とな
ります。

本原稿の執筆時点では、戸籍に記載される予定の氏
名のフリガナに関する通知は、私の元にはまだ届いて
いませんが、轍が皆様のお手元に届くころには、通知
は届いているのでしょうか。届いた際は、フリガナが
誤っていないか、ご確認いただき、万一誤っている場
合には、速やかに届出をしていただければと思います。

弁護士 　氏家真紀子

戸籍戸籍へのへの氏名氏名ののフリガナフリガナ
のの記載記載についてについて（戸籍法改正）（戸籍法改正）

同じ価値の不動産を相続したのに、
納税する相続税額が異なる事案
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１　はじめに
昨今、耳目を集める企業・組織の不祥事において、

「公益通報者保護法」に基づく対応に注目が集まってい
ます。本稿では、公益通報者保護制度の説明と、同制度
が独占禁止法との関係でも重要な意義を有することをご
紹介します。

２　公益通報者保護法の概要
⑴　ごく簡単に公益通報者保護法を説明すると、従業員

や役員等が、自らが勤務する会社や事業主（以下、総
称して「事業者」といいます。）等の違法行為について、
内部通報窓口や行政機関、報道機関等に通報した場合
に、当該通報をしたことを理由とする解雇や不利益な
取扱いをすることを禁止し、通報者を保護するという
法律です。国民生活の安全・安心を損なうような企業
不祥事は、事業者内部の労働者等からの通報をきっか
けに明らかになることもあり、こうした通報は正当な
行為として保護されるべきですし、また、このような
通報を保護することは企業不祥事による国民への被害
拡大を防止するという意義があります。

⑵　通報者が、解雇の無効等といった公益通報者保護法
上の保護を受けるためには同法の定める各要件を満た
す必要があります。複雑で読み難い条文であるため、
いくつかのポイントに絞って、どのようなものが公益
通報に該当し、保護の対象となるかをご説明します。
ア　通報の主体となる者（誰が通報できるか）

公益通報を行うことができる者は、簡単に整理す
ると以下の通りです。
・労働者、派遣労働者
・退職者（但し通報の日から 1 年以内に勤務してい

た者）
・役員

また、後述の通報対象の事実とも関わりますが、
公益通報は必ずしも自らが勤務する事業者について
の通報に限られず、自社との請負契約等の取引によ
り取引先において勤務している場合に、当該取引先
について行う通報も公益通報に当たり得ます。なお、
上記の「取引」には、請負契約の他には、卸売業者

などとの継続的な物品納入契約、清掃業者等との継
続的な役務提供契約、コンサルティング会社等との
継続的な顧問契約等も含むものとされています。

したがって、例えば、Ａ社がＢ社に物品納入業務
を委託しており、当該業務の従事中にＡ社の違法行
為を知ったＢ社の従業員が、Ａ社に対して行う通報
も保護の対象となり得ます。

イ　不正目的の除外　
消極的な要件として、その通報が不正の利益を得

る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目
的でなされたものではないことが必要です。

ウ　通報の内容
上記アの通報を行った者が、役務を提供している

（又はしていた）事業者や、その事業者の従業員や
役員等について、後述の通報対象事実が生じ、又は
まさに生じようとしていることです。つまり、事業
者自体の行為だけでなく、その在籍する従業員や役
員によって行われる（又は行われようとしている）
違法行為も、公益通報の対象となり得ます。

そして、「通報対象事実」とは、公益通報者保護
法及び政令で指定した法律が定める犯罪となる事実
や過料の理由となる事実のことです。後述する独占
禁止法も指定されているため、例えば、勤務先が企
業間で価格カルテルを結んでいる事実（「不当な取
引制限」）についても、通報対象事実となります。

エ　通報先に応じた保護の要件
上記アないしウを満たし「公益通報」に当たると

しても、以下のとおり、公益通報者が保護を受ける
ためには、通報先に応じて（特に②③の外部通報に
ついては）要件が加重されます。
①　事業者内部への通報　
【要件】　通報対象事実が生じ、又はまさに生じよ

うとしていると思料すること
②　通報対象事実について処分等する権限を有する

行政機関への通報
【要件】　通報対象事実が生じ、又はまさに生じよ

うとしていると信ずるに足りる相当の証拠
や書面による通報を行うこと

③　報道機関等、①②以外の外部機関への通報
【要件】　事業者内部又は行政機関に公益通報をす

れば、解雇その他不利益な取扱いを受けた
り、通報対象事実が隠ぺいされるおそれが
ある等と信ずるに足りる相当の理由がある
こと

上記①ないし③は、保護される要件は異なるものの、
通報すべき順番がある訳ではなく、外部通報が先行し
たり、同時に複数の通報がされることがあり得ます

（この点は後述します。）。
⑶　上記の保護の要件を満たす場合、公益通報をしたこ

とを理由とした公益通報者の解雇は無効とされます
（公益通報者が役員の場合、公益通報をしたことを理
由とする解任は無効とはなりませんが、解任によって
生じた損害の賠償を請求することができます。）。

また、同様に公益通報をしたことを理由として、公
益通報者の降格や減給、給与の差別等の不利益な取扱
いも禁止され、さらに、事業者は公益通報によって損
害を受けたことを理由として、公益通報者に対して賠
償を請求することはできないこととされます。

⑷　また、事業者は、上記のルールを実現するために必
要な体制整備を行う義務を負います。具体的には、常
用従業員が300名よりも多い事業者は、公益通報に対
応し、必要な措置をとる業務に従事する者を定める等
の体制（内部公益通報対応体制）の整備を行う法的義
務を負います。

以上がざっくりした公益通報者保護法の概要です。

３　独占禁止法における課徴金減免制度
さて、独占禁止法に話を移します。同法では、「不当

な取引制限」として、典型的には同業者間で内々に価
格を決定するカルテルや談合を禁止しており、これに
違反した事業者は、公正取引委員会から排除措置命令
や課徴金納付命令といった制裁が下されます。

不当な取引制限の課徴金額は、価格カルテルの場合、
その実施期間中の対象商品又は役務の売上額に対する
10％（中小企業の場合は 4 ％）であり（10年以内に違反
を繰り返したり、カルテルで主導的な役割を果たした場
合はさらに増額されます。）、事案によっては億単位もの
高額な課徴金が命じられることもあります。

他方、不当な取引制限には「課徴金減免制度」（リニ
エンシー）が設けられています。同制度は、事業者が自
ら関与したカルテル等について、その違反内容を公正取
引委員会に自主的に報告した場合、その申請の順位等に
応じて申請者の課徴金が減免されるという、いわば違反
者による「自首」を促すような制度です。具体的には、
次表のとおり、公正取引委員会による調査開始前に 1 番
乗りで申請した事業者は課徴金の全額免除、 2 番以降は
申請順位とその後の協力度合いに応じた減額が受けられ
ます。カルテルや談合といった行為は、通常は密室で行

われて秘匿性が高く、事案が表に出てき難いという性質
を持つため、早期に自主申告した者に課徴金の減免とい
う利益を与えることは、カルテルの抑止あるいは違反行
為をなくしていくために意義があるといえます。

●申請順位と減免率

調査開始 申請順位
申請順位に応じた

減免率
協力度合いに応じた

減算率

前

1位 全額免除

2位 20％

＋最大40％3 ～ 5 位 10％

6 位以下 5％

後
最大 3社（注） 10％

＋最大20％
上記以下 5％

（注）公正取引委員会の調査開始日以後に課徴金減免申請を行った者のうち，減免率10％が適用されるの
は，調査開始日前の減免申請者の数と合わせて 5社以内である場合に限る。

公正取引委員会ＨＰより
https://www.jftc.go.jp/dk/seido/genmen/index.html

４　より実効的な内部通報制度の重要性
もし問題になりそうな他社との価格調整等が判明した

際には、法務部門等の担当者が事実関係を速やかに調査
した上で、それがカルテルにあたる可能性が高いと判断
された場合、会社としては一刻も早く減免申請等の対応
を行う必要があります。それを行うためには、違法行為
の端緒を早期に内部で把握できることが何よりも重要で
すが、必ずしも通報者は内部通報を先行させる必要はな
いため、いきなり公正取引委員会等へ外部通報が行われ、
申請前に調査が開始されることもあり得ます（その場合、
全額免除は不可能となります。）。ゆえに、自社を信頼し
てまず内部通報を試みることのできるような体制を整備
しておくことは、課徴金減免制度との関係でも重大な意
義があるといえます。

また、さらに進んだ対応として「社内リニエンシー制
度」も考えられます。というのは、公益通報者保護法は、
公益通報を理由とした懲戒処分等を禁じますが、自ら
行っていた違法行為を理由とする処分まで禁じていない
ため、まさに自らカルテルに関与している従業員として
は、当然、内部通報は躊躇されます。

そこで、自主的に内部通報した者には、違反行為に関
与していたとしても会社は懲戒処分等を減免することを
約束して、従業員から必要な情報を得やすくする仕組み
が「社内リニエンシー制度」であり、体制整備にあたっ
て参考になるものと思われます。

以上のとおり、公益通報者保護法について、主に課徴
金減免制度との関係でその意義をご紹介しました。弊所
では、不正調査や独占禁止法コンプライアンスマニュア
ル策定等の実績もありますので、社内の体制整備に関し
てお考えの方は、是非、お気軽にご相談ください。

弁護士 　戀田　　剛コーナ
ー

独禁法から見る独禁法から見る
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１　はじめに

本年 3 月31日に、不正競争防止法に定める「営業秘密」
の各要件の解釈指針である「営業秘密管理指針」（以下、

「本指針」といい、特に令和 ７ 年 3 月31日改訂版を「令
和 ７ 年版指針」、それ以前のものを「旧指針」といいま
す。）が改訂されました。

前回の改訂は、平成31年 3 月31日に行われましたので、
今回の改訂は ６ 年ぶりの改訂になります。

本稿では、本指針の前提となる不正競争防止法におけ
る「営業秘密」及び本指針の内容、並びに、令和 ７ 年版
指針における改訂部分について、その概要をご紹介しま
す。

２　営業秘密とは

不正競争防止法（以下「法」といいます。）は、「秘密
として管理されている生産方法、販売方法その他の事業
活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と
知られていないもの」を「営業秘密」と定義した上で（法
2 条 ６ 項）、「営業秘密」の不正取得、不正使用、不正開
始等（以下「不正取得等」といいます。）を「不正競争
行為」として規制しています（法 2 条 1 項 4 号乃至10号）。
「営業秘密」の不正取得等の被害に遭った場合、被害

者は、不正取得等の行為者に対して、差止請求や損害賠
償請求を行うことができます（法 3 条、法 4 条）。

また、「営業秘密」の不正取得等は、刑事罰の対象に
もなります。（法21条 1 項、 2 項）。
「営業秘密」に該当するか否かについては、上記の定

義を前提として、①秘密管理性（「秘密として管理され
ている」）、②有用性（「事業活動に有用な」）、③非公知
性（「公然と知られていない」）が要件になると解されて
います。

３　本指針について

⑴　本指針の位置づけ等
本指針は、上記各要件について、「行政の立場から、

企業実務において課題となってきた営業秘密の定義等
（不正競争防止法による保護を受けるための要件など）
について、イノベーションの推進、勤務・労働形態の
変化、海外の動向や国内外の裁判例（日本における最
高裁判所の判例は改訂時点で存在しない）等を踏まえ
て、一つの考え方を示すもの」とされています（但し、
本指針は、「法的拘束力を持つものではない」旨の留
保が付されています。）。

本指針の構成は、以下のとおりです。
はじめに
1 . 総説
2 . 秘密管理性について
3 . 有用性の考え方について
4 . 非公知性の考え方について
おわりに

以下では、本指針における各要件の概要及び令和 ７
年版指針における改正点を解説します。
⑵　秘密管理性要件

秘密管理性要件の趣旨は、「企業が秘密として管理
しようとする対象（情報の範囲）が従業員や役員、取
引相手先など（以下「従業員等」という。）に対して
明確化されることによって、従業員等の予見可能性、
ひいては、経済活動の安定性を確保することにある」
とされています。

この趣旨を踏まえ、秘密管理性要件が充足されるた
めには、「営業秘密保有者の秘密管理意思が秘密管理
措置によって従業員等に対して明確に示され、当該秘
密管理意思に対する従業員等の認識可能性が確保され
る必要」があり、「具体的に必要な秘密管理措置の内
容・程度は、企業の規模、業態、従業員等の職務、情
報の性質その他の事情の如何によって異なるものであ
り、企業における営業秘密の管理単位…における従業
員等がそれを一般的に、かつ容易に認識できる程度の
ものである必要がある」との解釈が示されています。

このように、秘密管理性要件については、従業員等
が、「一般的に、かつ容易に認識できる程度」に秘密
管理措置が取られていることが必要となります。

今般の改訂においては、従業員等における上記認識

の程度に関して、「秘密管理性は、従業員全体の認識
可能性も含めて客観的観点から定めるべきものであり、
従業員個々が実際にどのような認識であったか否かに
影響されるものではない」として、秘密管理性要件の
判断が、個々の従業員等の実際の認識ではなく、客観
的観点からある程度抽象的に判断されるものであるこ
とが明記されました。

さらに、令和 ７ 年版指針では、「秘密管理措置の程
度」の項目が新設され、従業員及び役員と、取引相手
方のそれぞれについて、「一般的に、かつ容易に認識
できる程度」に秘密管理措置が取られているといえる
ために、どの程度の措置が必要となるかが、具体的に
示されています。

例えば、従業員及び役員に関して必要となる秘密管
理措置としては、媒体における秘密表示、媒体への接
触者の限定、営業秘密と他の秘密の分別管理等が挙げ
られた上、「一般情報とは取扱いが異なるべきという
規範意識が生じる程度の取組（管理措置）であること
がポイント」であると指摘されています。

また、取引相手方に関しては、従業員及び役員に対
する上記措置に加え、「当該取引相手先と秘密保持契
約を締結した上で秘密情報を提供したかどうかがポイ
ント」となることが指摘されています。

なお、旧指針においては、秘密管理措置は、「対象
情報（営業秘密）の一般情報（営業秘密ではない情報）
からの合理的区分と当該対象情報について営業秘密で
あることを明らかにする措置とで構成される」との考
え方が示されていましたが、令和 ７ 年版指針において
は、当該記載は削除されています。

その上で、本指針では、媒体に対する典型的な秘密
管理措置として、紙媒体の場合、電子媒体の場合、物
体に営業秘密が化体している場合、媒体が利用されな
い場合、複数の媒体で同一の営業秘密を管理する場合
に分けて、具体的な措置の内容が紹介されています。

なお、このうち、電子媒体の場合について、令和 ７
年版指針では、外部クラウドを利用して営業秘密を保
管・管理する場合に関して、「情報の内容・性質等か
らいって、当該営業秘密保有者にとって重要な情報で
あることが明らかな場合には、外部のクラウドにアク
セスするために ID・パスワードなどが設定されてい
るといった程度の技術的な管理措置や、就業規則や誓
約書において当該情報の漏えいを禁止しているといっ
た規範的な管理措置で足りる場合もある。」との記載
が追加されています。

また、媒体が利用されない場合に関し、令和 ７ 年版
指針では、従業員が体得した情報が営業秘密に該当す

るときに、当該従業員が転職後に使用・開示したこと
が民事上の責任及び刑事罰の対象になるか否かについ
て、「当該企業の利益、従業員の利益、営業秘密の内
容等を踏まえ信義則上の義務に著しく反するような場
合、すなわち「不正の利益を得る目的」又は「保有者
に損害を加える目的」であると評価される場合にのみ、
民事上の措置又は刑事罰の対象となる」との新たな解
釈が示されています。

さらに本指針では、「営業秘密を企業内外で共有す
る場合の秘密管理性の考え方」について、様々なケー
スに分けて解説を行っていますが、令和 ７ 年版指針に
おいては、生成AIの利用に関連する営業秘密の取り
扱いについても記載が追加されています。
⑶　有用性要件

有用性要件については、令和 ７ 年版指針において、
「情報が、営業秘密を保有する事業者の事業活動に使
用・利用されているのであれば、基本的に営業秘密と
しての保護の必要性を肯定でき、当該情報が公序良俗
に反するなど保護の相当性を欠くような場合でない限
り有用性の要件は充足されるものと考えられる」とし
て、旧指針からその表現が変更されています。

また、令和 ７ 年版指針においては、有用性要件充足
の判断において、「当該情報を不正に取得した者がそ
れを有効に活用できるかどうかにより左右されない」
ことが、新たに明記されました。
⑷　非公知性要件

非公知性要件については、旧指針と同様に、「当該
営業秘密が一般的に知られた状態になっていない状態、
又は容易に知ることができない状態である」との解釈
が示されています。

その上で、令和 ７ 年版指針では、新たに「ダーク
ウェブに公表された場合」、「公知情報の組み合わせ」、

「進歩性（特許法第2９条第 2 項）との関係」、「リバー
スエンジニアリング」について、それぞれの項目に関
する非公知性要件の考え方が追加されています。

４　最後に

本指針は、不正競争防止法上の「営業秘密」の解釈に
ついて一定の指針を与えるものであり、実務上、これを
確認することは必須といえます。今回の改訂と併せて、
改めて本指針の内容を把握されることをお勧めします。

なお、弊所では、「営業秘密」を含む知的財産法に精
通した知財チームを有し、日々研鑽を重ねています。知
的財産法に関し、お悩みがございましたら、いつでもお
気軽にお問い合わせください。

弁護士 　甲斐　一真コーナ
ー
営業秘密管理指針の営業秘密管理指針の
令和７年改訂について令和７年改訂について財知
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超高齢化社会と法

第１　はじめに
警察庁の発表によると、令和 ６ 年に警察が取り扱っ

た案件の中で、自宅で死亡した一人暮らしの方の総数
は７６,020人、そのうちの７６.4％、58,044人が６5歳以上
の高齢者ということです。高齢化社会が進む中、この
ようなケースは更に増え続けることが予想されます。

そのため、賃貸建物に一人暮らしをしている賃借人
が死亡した場合、賃貸借契約がどうなるかは、賃借人
の遺族、賃貸人双方にとって重要な問題といえます。

そこで、以下ではこの点について解説します。

第２　賃借人が死亡すると賃貸借は終了するか
賃借人が死亡しても賃貸借契約は当然に終了せず、

賃貸借契約上の権利義務関係は死亡した賃借人の相続
人に承継されます。

第３　相続とは
1 　相続の効果

相続とは、被相続人（死亡した人）の一切の権利
義務を相続人が承継することです。売買、贈与など
と違い、相続人であることから当然に一括して承継
します。

2 　法定相続人
誰が相続人になるかは民法に定められており、①

子（子が相続開始以前に死亡等しているときはその
子→孫…）、②直系尊属（父母→祖父母…）、③兄弟
姉妹（兄弟姉妹が相続開始以前に死亡等していると
きはその子）の順で相続人となります。また、配偶
者は常に相続人となります（民法第88７条、第88９条、
第8９0条）。

3 　相続人が複数いる場合
相続人が複数いる場合、民法は、「相続財産は、

その共有に属する」と規定しています（民法第8９8条）。
この場合、各共同相続人の持分は相続割合によるこ
とになります。

ただし、金銭債権のような可分債権（分割して給

付できる債権）については、判例上、相続開始時に
当然に分割され、各相続人が各々その相続分に応じ
て権利を承継するものと解されています（最高裁昭
和2９年 4 月 8 日判決）。

第４　賃借人の地位の相続について
以上のとおり、賃借人が死亡すると、賃借人の権利

義務関係は相相続人が承継します。この承継は、被相
続人が死亡した瞬間に法律上当然に一括して生じるも
のであり、相続人が相続の開始を知っているかどうか
に影響されません。それどころか、相続人が、被相続
人の存在すら知らなかったとしても、相続開始の時か
らその相続人が次の賃借人になるのです。

第５　相続した権利義務関係について
相続人が承継する権利義務には次のようなものがあ

ります。
1 　賃借権

賃貸借契約上の権利義務の中で最も基本的なもの
は賃借権そのものです。

相続人は、賃借権を相続により承継し、賃貸物件
を使用する権限を取得します。なお、相続人が複数
いる場合、遺産分割協議が成立しない限り、全ての
相続人が賃借権を共有（正確には「準共有」といい
ます。）するため、相続人全員が賃貸物件を使用で
きることになります。

2 　敷金返還債権
敷金返還債権も相続の対象となります。
敷金返還債権は金銭債権であり、一般的には可分

債権と解されているため、相続人が複数いる場合は
当然に分割され、各相続人がその相続分に応じてそれ
ぞれ取得することになります。ただし、敷金返還債権
は性質上不可分債権であると解する見解もあります。

3 　賃料債務
⑴　相続開始時点で発生していた賃料債務

債務も相続の対象となります。したがって、賃
借人が死亡する前に発生していた未払賃料債務は

相続人が承継します。
相続人が複数いる場合、各相続人は相続分で分

割した額を負担します。この場合、賃貸人は、各
相続人に対して相続分ごとに支払いを請求する必
要があります。

⑵　相続開始後に発生する賃料債務
相続開始後に発生する賃料債務は、相続人が相続

した賃借権に基づく使用の対価として負担するもの
であるため、新たな賃借人が負担するのは当然です。

ところで、相続人が 1 名の場合、その者が賃借人
として賃料を支払い、賃貸人もその相続人に対し
て賃料を請求すればよく、特に問題はありません。

これに対し、相続人が複数いる場合は注意が必
要です。前述のとおり、この場合、共同相続人全
員が一個の賃借権を準共有し、賃料はその対価で
あることから、判例、学説は、この場合の賃料債
務を不可分債務と解しています。そのため、共同
相続人は、各自が賃料全額の支払い義務を負うこ
とになり、賃貸人は、共同相続人の 1 人又は全員
に対して賃料の全部又は一部の履行を請求できる
ことになります（民法第430条、第43６条）。

第６　相続開始後の賃貸借契約の解除について
このように、賃借人が死亡しても賃貸借契約は相続

人に承継されます。賃貸人の中には、面識のない相続
人が新たな賃借人となることに抵抗を感じる方もいる
と思いますが、賃貸人は、賃借人が死亡したことのみ
をもって契約を解除することはできません。

しかし、他方で賃借人側でも、相続人が遠方に居住
しているなどの理由から賃貸借契約の存続を望まない
場合は多いと思います。このような場合、賃貸人と相
続人が合意により賃貸借を解約することは可能です。
ただし、相続人が複数いる場合、賃貸借契約の解約は
全ての相続人の同意が必要となります（民法第544条
1 項）。

また、賃料の滞納等がある場合、賃貸人は、相続人
に対し、未払賃料等を催告したうえで契約を解除する
ことになりますが、この場合も、相続人が複数いる場
合は、共同相続人全員に対して催告し、解除通知を行
う必要があります。

第７　相続調査の必要性について
賃借人が死亡すると賃貸借契約は相続人が承継しま

す。しかし、誰が相続人であるかは、相続人の配偶者、
子、直系尊属、兄弟姉妹が誰かを調査しなければ分か
りません。

例えば、死亡した賃借人が配偶者と子 1 名と同居し
ていた場合、賃貸人としては、この配偶者と子のみを
相続人として扱えばよいかというと、そうとは限りま
せん。その配偶者が内縁関係である場合もありますし、
他に同居していない子がいる場合もあるからです。

また、相続人の方でも、被相続人と疎遠であるなど
の理由で、他に相続人が存在するかを把握していない
場合もあります。

そのため、賃借人が死亡した場合、まずは被相続人
の相続関係を調査することが重要です。具体的には、
被相続人が生まれてから死亡するまでの戸籍・除籍謄
本、改製原戸籍等の書類や記録を市役所等から集める
ことになります。

第８　相続人が不明であるとき
このような調査によっても相続人が不明の場合、例

えば、死亡した賃借人に配偶者、子、孫、親、兄弟姉
妹、甥姪等がいなかった場合や、全ての法定相続人が
相続放棄をしていた場合には、どうなるでしょうか。

この場合、相続人がいないからといって賃借権が当
然に消滅することはなく、賃借権を含む相続財産が法
人を形成したものとして扱われます（民法第９51条）。
そして、賃貸人が賃料の請求や賃貸借契約の解約等を
行う場合、家庭裁判所に対して相続財産清算人の選任
を申立て（民法第９52条）、選任された相続財産清算人
との間で賃貸借契約を合意解約したり、未払賃料の請
求を行ったりすることになります。

なお、賃貸人が相続財産法人を被告として訴訟の提
起等を行う場合、裁判所に特別代理人の選任申立てを
行い、選任された特別代理人宛てに訴訟を追行するこ
とも可能です（民事訴訟法第35条）。

第９　終身建物賃貸借契約について
最後に、賃借人が死亡した場合の処理の煩雑さを避

けるため、賃貸借契約で、賃借人が死亡したときは契
約が終了する旨の特約を設けることが可能かについて
触れておきます。このような特約は、「建物の賃借人
に不利なもの」（借地借家法第30条）にあたり、原則
として無効と解されています。

ただし、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」
により、一定の要件を満たした場合のみ、特例として、
終身建物賃貸借契約を締結することが認められています。

しかし、同法の適用を受けるためには、バリアフ
リー等の条件を整え、都道府県知事の認可を取得する
等の必要があるため、あまり利用されていないという
のが実情です。

弁護士 　二宮　誠行

賃貸建物の賃借人が死亡した場合

2120	 轍 WADACHI No.51



判 例 紹 介
Case Law

1. 事案の概要

⑴　訴訟提起に至るまでの経緯
Ｙの株主総会において、代表取締役及び取締役を

退任したＸの退職慰労金につき、取締役会に対して
取締役退任慰労金内規に従ってその額等の具体的内
容を決定することを委任する旨が決議されました。

この内規には、退任取締役の退職慰労金は退任時
の報酬月額等により一義的に定まる額を基準とする
旨の定めがある一方で、取締役会は、退任取締役の
うち、在任中特に重大な損害を与えたものに対し、
上記基準額を減額することができる旨の定めがあり
ました（以下「本件減額規定」といいます。）。

Ｘの退職慰労金は、内規に基づく基準額では 3 億
７７20万円と算出されましたが、Ｙの取締役会では、
Ｘが在任中に次の①乃至③の行為によりＹに損害を
生じさせたとして、Ｘの退職慰労金を5７00万円とす
る旨が決議されました。
①　Ｘは、従前、社内規程所定の上限額を超過する

額の宿泊費等（合計約1６10万円）を受領しており、
税務調査にてこのことが発覚したため、当該超過
分にかかる源泉徴収税に相当する額を負担するこ
とになりました。

ところが、その後、Ｘは、実質的に、上記宿泊
費等の支給を永続化するとともに、上記の源泉徴
収税相当額の負担をＹに転嫁することを目的とし
て、Ｙの取締役会の委任を受けた代表取締役とし
て、自らの平成28年度の報酬を決定するにあたり、
これを前年度と比べて2308万円増額し、その後は
退任するまで増額された報酬を受領しました。

②　Ｙが、平成24年度にＸの交際費として支出した
額は約4９25万円であったところ、Ｘは、平成25年
度から平成28年度までの各年度において、交際費
として、上記の額を大幅に超過する額（合計約
1 億00７９万円）をＹに支出させました。

さらに、Ｘは、Ｙの海外旅費規程を改定させ、
平成24年から平成28年までの間、Ｘの出張に伴う
支度金として、上記の改定前の海外旅費規程によ
るよりも約545万円多い額をＹに支出させるなど
しました。

③　Ｘは、平成2６年度から平成28年度までの間、文
化芸術活動の支援事業等の費用をＹに支出させま
した。

そこで、Ｘは、上記の取締役会決議で決定され
たＸの退職慰労金は、株主総会による委任の範囲
を超える減額がされたものであるところ、これは
Ｙの代表取締役であるＺの故意又は過失によるも
のであるなどと主張して、Ｚに対しては民法第
７0９条等に基づき、Ｙに対しては会社法第350条等
に基づき、損害賠償等を求めました。

⑵　第一審・原審
第一審及び原審は、本件減額規定について、退任

取締役の退職慰労金に関し、Ｙに特に重大な損害を
与えた在任中の行為とは別の行為による損害を考慮
して退職慰労金を減額することは許されないとしま
した。

その上で、Ｙの取締役会は、③の行為については、
Ｙに特に重大な損害を与えたとはいえないにもかか
わらず、③の行為にかかる費用の支出を考慮してＸ
の退職慰労金を減額した点において本件減額規定の

解釈適用を誤ったとしたうえで、本件取締役会決議
には裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があるなどと
して、Ｘの請求を認容しました。

2. 判旨

最高裁は、本件減額規定の趣旨について、取締役を
監督する機関である取締役会が取締役の在任中の行為
について適切な制裁を課すことにより、Ｙの取締役の
職務執行の適正を図ることにあると解釈しました。

そのうえで、Ｙの株主総会が退任取締役の退職慰労
金について内規に従って決定することを取締役会に一
任する旨の決議をした場合、取締役会は、退任取締役
が本件減額規定にいう「在任中特に重大な損害を与え
たもの」に当たるか否か、これに当たる場合に減額を
した結果として退職慰労金の額をいくらにするか、の
2 点について、当該退任取締役がＹに特に重大な損害
を与えたという評価の基礎となった行為の内容や性質、
当該行為によってＹが受けた影響、当該退任取締役の
Ｙにおける地位等の事情を総合考慮して判断をすべき
であるとしました。

そのうえで、上記の事情は、いずれも業務執行の決
定や取締役の職務執行の監督を行う取締役会が判断す
るのに適した事項であること、さらに内規が本件減額
規定による減額の範囲等について何らの定めも置いて
いないことに照らせば、取締役会は、上記の点につい
て判断するにあたり広い裁量権を有するというべきで
あり、取締役会の決議に裁量権の範囲の逸脱又はその
濫用があるということができるのは、この判断が株主
総会の委任の趣旨に照らして不合理である場合に限ら
れると解するのが相当であるとしました。

以上を踏まえて、最高裁は、
㋐　①の行為が報道により社会一般に広く知れ渡っ

たことによって、Ｙの社会的信用が毀損されたこ
とがうかがわれること、

㋑　Ｙの定時株主総会において示された方針に基づ
いて設置され、Ｘと利害関係のない弁護士等で構
成された調査委員会による調査報告書では、①の
行為は特別背任罪に該当する疑いがあり、②の行
為も正当化することができず、Ｘは両行為により
Ｙに多大な損害を与えたとの指摘がされたこと、

㋒　取締役会は、調査委員会の指摘を受けて、①の
行為につき告訴をして退職慰労金を支給しないと

する案も検討したが、審議の結果、最終的に、告
訴をせずに退職慰労金を大幅に減額する旨の判断
に至ったのであり、取締役会において、相当程度
実質的な審議が行われたということができること、

の 3 点を指摘したうえで、これらの事情を総合考慮
すると、①の行為と②の行為を、Ｙに多大な損害を
及ぼす性質のものと評価することは相応の合理的根
拠に基づくものといえ、③の行為がＹに損害を与え
るものであったか否かにかかわらず、Ｘが本件減額
規定にいう「在任中特に重大な損害を与えたもの」
に当たるとして減額をし、その結果としてＸの退職
慰労金の額を5７00万円とした取締役会の判断が株主
総会の委任の趣旨に照らして不合理であるというこ
とはできず、本件取締役会決議に裁量権の範囲の逸
脱又はその濫用があるということはできないと判示
しました。

3. 本判決の意義

⑴　退職慰労金の決定にかかる損害賠償責任
退職慰労金は、退任取締役の在職中における職務

執行の対価として支給されるものである場合、会社
法3６1条 1 項の「報酬等」として、原則、株主総会
決議によって定められることになります。

この点、株主総会で、取締役会に対して一定の支
給基準に従って具体的な支給額等を決定することを
委任する旨の決議がなされた場合（以下「一任決議」
といいます。）、取締役は当該決議を遵守すべき義務
を負うことになりますので、取締役会が一任決議の
趣旨に反して、株主総会から付与された裁量権の範
囲を逸脱・濫用する判断をした場合には、取締役会
の構成員たる代表取締役について、会社に対する善
管注意義務に違反したものとして、退任取締役に対
する責任が成立する可能性があります。

⑵　本判決の意義
本判決は、事例判断ではありますが、退職慰労金

内規において用いられることの多い「在任中特に重
大な損害を与えたもの」という減額規定について、
その解釈適用の在り方を示したうえで、前記㋐乃至
㋒の具体的事情に照らして、取締役会決議に裁量権
の範囲の逸脱濫用があるとはいえないと示したもの
であり、実務上重要な意義のある判決であるといえ
ます。

弁護士 　深谷　　祐

退職慰労金の金額を減額する取締役会の決定に
ついて取締役会の裁量権の逸脱濫用に当たら
ないとされた事例
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当事務所では個人情報保護法の趣旨に則り、皆様の個人情報の適
正な管理・保護に努めております。今後、本誌の配送を希望されな
い場合には、お手数ですが当事務所までご連絡をお願い致しま
す。速やかにご対応をさせて頂きます。宜しくお願い申し上げます。

題　字：藤尾 政弘
表紙写真撮影者：氏家 真紀子
表紙写真撮影場所：沖縄県残波岬灯台より

当事務所では顧問先様を対象に、メールでの法律相談を受け付けております。
ぜひ、お気軽にご相談ください。メールをお待ちしております。

◆顧問先様用Eメール相談
consul@umegae.gr.jp

今回は、生活習慣病の代表でもある「脂質異常症」を取

り上げたいと思います。

血液中の脂質は、大きく分けて「コレステロール」と「中

性脂肪」があります。これらが異常に増加し、健康を害す

る病的状態になるのが「脂質異常症」ですが、「コレステ

ロール」はステロイドホルモンや胆汁酸の原料になるだけ

でなく、細胞を形作るのに必要であり、「中性脂肪」はエ

ネルギー源として大切です。

血液中では、タンパク質とともに存在して、そのサイズ、

働きにより、VLDL（超低比重リポたんぱく；中性脂肪が

多い）、LDL（低比重リポたんぱく）、HDL（高比重リポた

んぱく）などに大別され、血液検査では、中性脂肪、LDL

コレステロール、HDLコレステロールとして表記される

のが一般的です。異常値は、空腹時に、中性脂肪150㎎/㎗

以上、LDLコレステロール140㎎/㎗以上（但し、動脈硬

化症が強い場合は治療目標値70-100㎎/㎗未満となること

もあります。）、HDLコレステロール40㎎/㎗未満とされて

います。LDLは動脈硬化を悪化させるため悪玉、HDLは

逆に動脈硬化を防ぐので善玉と言われています。女性ホル

モンはLDL低下作用があり、閉経後には増加するので閉

経後は要注意です。

中性脂肪高値は、運動不足、肥満、過食、飲酒過多など

生活習慣の乱れが関与することが多く、その是正により改

善することがしばしばです。逆にLDLコレステロールは

遺伝的に異常高値である場合が多く、生活習慣の改善のみ

では正常化は難しいことが多く、投薬が必要になります。

HDLコレステロール低値は中性脂肪高値と関係があり、

生活習慣の是正が必要です。

異常を指摘された場合には、動脈硬

化の有無を調べるとともに、その原因

を確認し、対応が必要になりますので、

かかりつけ医と相談してください。

健康 一口メモ 医学博士　小 杉 圭 右「脂質異常症；生活習慣と遺伝が関与」


